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旧香川県立体育館の解体工事に関して、鑑定結果が出されるまで工事

中断を求めることについて 

 

 現在進められている住民訴訟の証拠保全手続きの一環で、「裁判所と

しては現地調査が必要だと考えている」という所見が述べられ、県も「全

面的な協力」という言葉のもと、事実上の「証拠保全」がなされた。県

は９月３日、内装解体工事の区切りがつく９月１５日から１０月１４日

までの間、工事を一時中断すると発表した。 

ところが、県は、「中断期間終了後は、直ちに解体工事を再開する」

としている。歴史的な建造物の保存・活用を専門とする業者に依頼し、

その後、鑑定を行うことになるが、鑑定には２、３か月ほどの期間を要

するとされている。 

この度の工事の一時中断は、調査の結果をもとに今後「鑑定」を行う

ことを前提とした措置であり、その目的として出された「証拠保全」の

意味を考えると、「鑑定結果を待たずに解体再開」という意志をあらか

じめ表明することは、司法手続を著しく軽く扱うものである。結果が出

る前に解体してしまっては取り返しがつかない。 

また、定例会見における知事の発言では、あたかも私たちとの間で「工

事再開の合意」があるような表現があったが、合意したのは、あくまで

「工事停止」のみであり、それを県民に対し「工事再開の合意」がある

かのような発言をしているのは、極めて遺憾である。 

県が解体を急ぐ根拠にしているのが、２０１２年に行った耐震診断の

結果であるが、この診断を行なったＴＡＮＧＥ建築都市設計の丹下憲孝

会長は、「診断は解体のための免罪符ではない」と主張している。さら

に、工事中断と現地調査は「客観的な事実に基づいた開かれた議論を再

開するための絶好の機会」とし、「真に納得できるプロセスと説明がな

されることを切に希望する」と声明の中で述べている。 

以上の観点から、旧香川県立体育館の解体工事に関して、鑑定結果が

出されるまで工事中断を行うことを強く求める。 

 

 

 

 


